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鉄軌道等に関する制度等の研究 

令和元年度調査では、本線整備に合わせた支線における、自動運転技術を活用した自動運転システ

ムについて、法制度の改正など環境整備の動向把握を踏まえた課題など導入の可能性についての研究、

および沿線自治体の交通・土地利用計画を踏まえた制度の研究を行った。 

7.1  過年度調査の概要 

平成 26 年度調査の概要 

平成 26 年度調査では、軌道に関する適用法令や関連する助成制度について基礎的な研究を行い、

鉄軌道に関する制度、整備スキーム、整備・保有主体の形態、整備・保有主体と運行主体の役割分担

等、さらなる研究を要する課題が多く確認された。 

平成 27 年度調査の概要 

平成 27年度調査では、事業制度について、「都市鉄道等利便促進増進法」や「全国新幹線鉄道整

備法」等に基づく補助制度について先行事例を収集し、整備スキーム、建設主体と営業主体との役

割分担の研究を行った。 

平成 28 年度調査の概要 

平成 28年度調査では、支線整備に関する基本的な法制度、既存交通事業者の影響への対応事例の

収集、環境評価法に基づく環境アセスメントの法体系や手続きの枠組みについて研究を行った。 

平成 29 年度調査の概要 

平成 29年度調査では、事業実施上の制度に関する課題（本線・支線の一体的整備、公共交通再編

整備、環境アセスメントの実施等）や、幹線公共交通整備に伴うまちづくり効果について研究を行

った。 

平成 30 年度調査の概要 

平成 30年度調査では、本線整備に合わせた支線における、自動運転技術を活用した自動運転シス

テムについて、法制度上の課題など導入の可能性について研究を行った。
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7.2  令和元年度調査の検討結果 

 国内外の自動運転技術等に関する制度等の研究 

国内外で積極的な検討が進められている自動運転技術に関する国内外の検討状況を整理し、法制

度上の課題について研究を行う。 

自動運転技術の活用については、沖縄県計画（沖縄鉄軌道の構想段階における計画書 H30.５）に

おいても本線のフィーダーサービスとしての活用が期待されている。 

 

(1) 自動運転関連法制度の検討 

1) 国内における取組動向の整理 

自動運転については、関連省庁等において、システム、法制度、車両、サービス等についての

検討や社会実験などの様々な取組が進められており、その概要について整理する。 

表 中央省庁における取組動向 

 これまでの取組み概要 

内閣府 

・自動運転の実現に向けて必要となる道路交通に関連する法制度の見直しについ

て、政府全体の方向性および見直しに向けた方向性を示した自動運転に係る制度

整備大綱を公表（H30.４）。 

・政府としての官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2018を公表（H30.６）。 

・翌年には官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2019を公表(R１.６)し、2020年の実用

化に向けた詳細な取組の明確化、持続可能なビジネスモデルの確立に向けた検討

内容、急速に進展するＭａａＳに自動運転を取り込んだ将来像の提示を含んだ内

容とした。 

・内閣府総合科学技術・イノベーション会議が創設した戦略的イノベーション創造

ブログラム(ＳＩＰ：Strategic Innovation Program)の中で、自動運転に関して

ＳＩＰ-ａｄｕｓ(ａｄｕｓ：Automated driving system for universal service)

として総合的に制度改革等を推進していくこととしている。 

総務省 
・自動運転の運用において活用が期待される５Ｇなどの通信技術に関わる研究、実

証等の検討。 

経済産業省 

(製造産業局) 

・ 

国土交通省 
（自動車局） 

・2015年２月に自動走行ビジネス検討会を設置し、産官学のオールジャパンによる

検討を実施。 

・隊列走行、ラストマイル自動走行などの実証プロジェクトを推進。 

・自動走行の実現に向けた取組方針Ｖｅｒｓｉｏｎ2.0を公表（H30.３）。 

・2019年には、事業用サービスカーにおけるレベル４走行の実現に向け必要な取組

の検討を続け、その中間報告等を盛り込んだＶｅｒｓｉｏｎ3.0を公表(R１.６)。 

国土交通省 

・2019年には「自動運転の実現に向けた今後の国土交通省の取り組み」を取りまと

めた(R１.11)。 

・自動車局では、車両の保安基準などに関わる道路運送車両法について、国際動向

を踏まえ検討が進められ、新たに自動運転を実現するシステムを「自動運行装置」

と位置付けるなど道路運送車両法の改定が 2019年５月に成立・公布。 

・自動車関連保険については保険関係団体とともにあり方を検討。 

・道路局では、中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス、高速

道路の合流部等での情報提供による自動運転の支援等の検討。 

・都市局では主に基幹的なバスやニュータウンにおける自動運転技術適用のあり

方を検討。 

警察庁 

・技術開発ロードマップに基づき道路交通法に関わる制度を検討。 

・2016 年に自動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライン(H28.

５)、2019年に自動運転の行動実証実験に係る道路使用許可基準(R１.９)を公表。 
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①． 内閣府における検討動向 

内閣府では「官民ＩＴＳ構想ロードマップ 2018」の中で、2030年までの自動運転システムに

関する市場化期待時期を、自家用車、物流サービス、移動サービスの３つの分野で整理した。 

翌年の「官民ＩＴＳ構想ロードマップ 2019」では、①３分野全体について 2020 年に向けた

取組の明確化、②「移動サービス」についての持続可能なビジネスモデルの検討、③ＭａａＳ

に自動運転を取り込んだ将来像について主に改訂が行われた。 

 
出典：自動走行に係る官民協議会 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/jidousoukou/dai9/sankou1.pdf＞ 

図 官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2019 の主な改定項目 

 

 
出典：官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2019（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190607/siryou9.pdf＞ 

図 官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2019（ロードマップ全体像）  
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公共交通等の移動サービスについては、2020年に実現する自動運転像として、実証実験の枠

組みを活用した限定領域(ＯＤＤ)での自動運転移動サービスの提供が目指されている。ただし、

限定領域の設定範囲外では、車両は速やかに運行を中止し、遠隔監視・操作者又は車両内のサ

ービス提供者が必要な対応を実施することとしている。 

 
出典：自動走行に係る官民協議会 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/jidousoukou/dai9/sankou1.pdf＞ 

図 移動サービスへの自動運転システムの活用 

 

 
出典：官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2019（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190607/siryou9.pdf＞ 

図 自動運転システムに係るロードマップ（移動サービス） 
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このロードマップの実現に向けた制度面の検討としては、自動運転に係る制度整備大綱が平

成 30年４月に策定されて以降、高度な自動運転（レベル３以上）の実現に必要な関連法制度で

ある道路運送車両法や道路交通法等の国内関連法制度の改正が進められている。 

 
出典：官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2019（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190607/siryou9.pdf＞ 

図 イノベーション推進に係るロードマップ 

（自動運転の普及に向けた制度整備と社会受容性の向上） 

 
交通ルールに係る道路交通法等については、国際的な議論が必要であるジュネーブ条約の改

定に向けた議論を踏まえ、国内関連法制度の整備が必要とされている。 
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出典：官民ＩＴＳ構想・ロードマップ 2019（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議） 

＜https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190607/siryou9.pdf＞ 

図 イノベーション推進に係るロードマップ 

（自動運転システムの研究開発と国際基準・標準の推進） 
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②． 国土交通省における検討動向 

自動運転戦略本部のもとにワーキンググループ(ＷＧ)として、「自動運転環境整備ＷＧ」「自

動運転技術開発・普及促進ＷＧ」「実証実験・社会実装ＷＧ」の３ＷＧが設置され、実務的な

見地から効率的な検討が進められている。 

令和元年 11 月にはこれまでの検討を踏まえ、国土交通省としての今後の取組がまとめられて

いる。 

 
出典：自動運転の実現に向けた今後の国土交通省の取り組み（R１.11国土交通省） 

＜https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001318104.pdf＞ 

図 自動運転の実現に向けた今後の国土交通省の取組 

 

道路局においては、これまでの実証実験を通じて明らかになった課題を整理し、2020 年に向

けた必要な取組および、2020 年以降の全国展開に向けた方向性として、平成 31 年１月に「道

の駅等を拠点とした自動運転サービス 中間とりまとめ」を公表した。 

また、令和元年 11 月には自動運転に対応した道路空間のあり方の中間とりまとめを公表し、

基準等の道路インフラ整備を支える仕組みづくりの今後の方針が整理されている。 
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出典：自動運転に対応した道路空間に関する検討会（R１.11国土交通省） 

＜https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/road_space/pdf/chu-matome.pdf＞ 

図 自動運転に対応した道路空間のあり方「中間とりまとめ」 

 

都市局においては、都市交通としての自動運転の活用に向けて、「都市交通における自動運

転技術の活用方策に関する検討会」を設置し、基幹的なバスやニュータウンにおける自動運転

技術の適用に向けた検討等を進めている。 

 
出典：第６回 国土交通省自動運転戦略本部 参考資料２（R１.11国土交通省） 

＜https://www.mlit.go.jp/common/001318084.pdf＞ 

図 都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会の概要  
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③． 警察庁における検討動向 

道路交通法を所管する警察庁においては、国際的な動向なども踏まえながら高度自動運転の

実現に向けた制度整備の中で、平成 28年５月に公道実験全般に関わるガイドラインをまとめる

とともに、平成 29年６月には遠隔監視型の無人走行車に係る道路使用許可申請に対する取扱い

基準をまとめ公表した。また令和元年９月には、自動運転の公道実証実験に係る道路使用許可

基準を定めている。 

 
出典：警察庁（R２.１） 

＜https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/selfdriving/NPA-initiative.pdf＞ 

図 自動運転の実現に向けた警察の取組 
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2) 国際的道路交通条約の状況 

自動運転技術に関する国際法としては、我が国や米国が加盟しているジュネーブ条約と、欧州

諸国並びに中国が加盟しているウィーン条約がある。 

道路交通条約（ジュネーブ条約）では、①車両には運転者がいなければならない、②運転者は

適切かつ慎重な方法で運転しなければならない、等と規定されているが、2016 年３月に国際連合

欧州経済委員会（ＵＮＥＣＥ）道路交通安全作業部会（ＷＰ１）の了解事項として「自動運転車

両の実験について、車両のコントロールが可能な能力を有し、それが可能な状態にある者がいれ

ば、その者が車両内にいるかどうかを問わず、現行条約の下で実験が可能」とされている。 

 
3) 国内法の検討状況 

令和元年５月に道路運送車両法および道路交通法の改正が整理し、これによりＳＡＥレベル３

の自動運転車が安全に道路を走行することができる規定が整備され、令和２年５月までに施行さ

れることとなった。 

 

①． 道路交通法 

令和元年５月に自動運行装置を使用する運転者の義務や、作動状態記録装置による記録に関

する規定の整備等を内容とする道路交通法の一部を改正する法律が成立した。 

 
出典：警察庁 

＜https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/selfdriving/trafficact.pdf＞ 

図 道路交通法の一部を改正する法律の概要  
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